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（円、ポイント）
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※先進国株式は2018年4⽉27⽇（設定⽇）を10,000として指数化。

（年/⽉）

安定的なパフォーマンスが魅⼒の「未来のコツ」
平素は「⼤和住銀 先進国国債ファンド（リスク抑制型）（愛称：未来のコツ）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り、厚く御
礼申し上げます。本資料では、当ファンドの魅⼒であるパフォーマンスの安定性についてご説明いたします。

＜当ファンドと先進国株式のパフォーマンス推移＞
2018年4⽉27⽇（設定⽇）〜2019年6⽉28⽇

市場の下落局⾯でも、当ファンドは安定的に推移

（注1）当ファンドは信託報酬控除後の基準価額。2019年6⽉28⽇現在において分配を⾏っておりません。
（注2）先進国株式はMSCIコクサイ・インデックス（円ベース、配当込み）。当ファンドのベンチマークではありません。
（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

※ 上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは5ページおよび投資信託説
明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

先進国株式
10,749

当ファンド
10,378

＜3つの市場下落局⾯における当ファンドと先進国株式のパフォーマンス（円ベース）＞
局⾯①（2018年10⽉3⽇

〜2018年10⽉26⽇）
局⾯②（2018年12⽉3⽇

〜2018年12⽉25⽇）
局⾯③（2019年4⽉29⽇

〜2019年6⽉3⽇）（％） （％） （％）

局⾯① 局⾯② 局⾯③
⽶中貿易問題の激化など
を背景に株式が下落

⽶国の利上げ観測など
を背景に株式が下落

⽶中貿易問題が再燃したこと
などを背景に株式が下落

 当ファンドの設定以降、⽶中貿易問題の激化等を背景に投資家のリスク回避姿勢が強まる局⾯では、株式等の相対的に
リスクの⾼い資産が下落しました。

 ⼀⽅、先進国の国債を主要対象とする当ファンドは、概ね安定的なパフォーマンスとなりました。
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当ファンド（左軸）
先進国国債の利回り（右軸）
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＜当ファンドの基準価額と先進国国債の利回りの推移＞
2018年4⽉27⽇（設定⽇）〜2019年6⽉28⽇

 債券市場の⾜元の状況をみると、⽶国等主要先進
国の中央銀⾏が緩和姿勢を強めていること等を背
景に、国債利回りが世界的に低下しています（債
券価格は上昇）。

 こうした投資環境を追い⾵に、当ファンドの基準価
額は堅調に推移しています。

（注1）当ファンドは信託報酬控除後の基準価額。
（注2）先進国国債の利回りはFTSE世界国債インデックス（円ヘッ

ジベース）の最終利回り（⽉次データ）。
（出所）Factsetのデータを基に委託会社作成

世界的な⾦利低下を背景に当ファンドは堅調に推移

※ 上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは5ページおよび投資信託説
明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

 当ファンドは、ファンド全体のリスク（値動きの変動
幅）を年率2％程度に抑えることを⽬指し、相場の
状況に応じて機動的な運⽤を⾏っています。

 ⼀般的に⾦利が上昇すると債券価格は下落します
が、その国の通貨は⾼くなる傾向があります。当ファン
ドはこの関係に注⽬し、外貨を⼀部組み⼊れること
で⾦利変動による損益を相殺し、収益の安定化を
図ります。

 ⾜元では⽶国の利下げ観測の⾼まりなどを背景に
債券価格が上昇しています。ファンド全体のリスクが
⾼まっており、現⾦等（短期⾦融資産等）の⽐率
を引き上げる等の対応をしています。

為替や現⾦等の活⽤により、基準価額の変動を抑制

＜国債の国別配分⽐率の推移（マザーファンド）＞
2018年5⽉末（ポートフォリオ構築⽉）〜2019年6⽉末

※上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

（年/⽉）

（％）

（注）⽐率はマザーファンドの純資産総額対⽐。
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＜景気循環と資産の関係＞

※上記はイメージ図であり、将来の運⽤状況・成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

 債券は景気の⼭から景気の⾕に向かう局⾯、つまり
景気後退局⾯での投資が有効であると⾔われてい
ます。

 理由としては、景気後退局⾯では株価の上昇が相
対的に抑えられやすい⼀⽅で、景気刺激策等のた
めに⾏われる利下げによって市中の⾦利が低下し、
それにともなって債券価格が上昇するためと考えられ
ます。

（イメージ図）

＜ご参考＞債券価格と⾦利および景気循環と資産の関係

＜⾦利上昇・低下時の債券価格と利⼦収⼊＞

⾦利上昇 ⾦利低下
債券価格 ↓ 下落 ↑ 上昇
利⼦収⼊（クーポン） 変わらず⼀定 変わらず⼀定

⾦利上昇

⾦利低下

債券価格上昇

債券価格下落

 ⾦利が低下すると、新規に発⾏される債券はクーポ
ンを低くせざるを得ないため、⾦利が⾼い時に発⾏さ
れた債券の魅⼒度が⾼まり、債券価格は上昇する
傾向があります。

 反対に⾦利が上昇すると、新規に発⾏される債券
のクーポンが⾼くなることから、既に発⾏されている債
券の魅⼒度は低下し、債券価格は下落する傾向が
あります。

 ⼀⽅で、投資家が受け取る利⼦収⼊（クーポン）
は、⾦利の変動にかかわらず⼀定となります。そのた
め、クーポンの積み上げによる⼗分な「クッション」があ
れば、⾦利変動による債券の値動きをある程度カ
バーすることができます。

＜債券価格と⾦利の関係＞ （イメージ図）

※課税上は株式投資信託として取り扱われます。
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毎⽇、信託財産の純資産総額に年率 0.5184％（税抜 0.48％）を乗じて得た額とします。
運⽤管理費⽤（信託報酬）は⽇々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計
算期間の最初の6ヵ⽉終了⽇または毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から⽀払わ
れます。
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委託会社（ファンドの運⽤の指図を⾏う者）
三井住友DSアセットマネジメント株式会社……⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号

加⼊協会/⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を⾏う者） ……三井住友信託銀⾏株式会社
販売会社（ファンドの募集・販売の取扱い等を⾏う者） ……次ページをご覧ください

分配⾦に関する留意事項
分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、
基準価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）
を超えて⽀払われる場合があります。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇の基準価額と⽐べて下落することにな
ります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。受益者のファンドの購⼊
価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファンド購⼊後の運
⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

三井住友DSアセットマネジメント株式会社……⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会：⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

※課税上は株式投資信託として取り扱われます。
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【重要な注意事項】
 当資料は三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが

信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市

場環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機

関でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および⽬論⾒書補完書⾯

等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、
最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒書補完書⾯等は販売会社に
ご請求ください。
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株式会社中京銀⾏ 登録⾦融機関 東海財務局⻑(登⾦)第17号 〇

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商
品取引業協会

寿証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第7号 〇

取扱販売会社名

（50⾳順）

株式会社ゆうちょ銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第611号 〇

登録番号 ⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問

業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会

〇

〇 〇〇 〇

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 〇 〇

松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第164号 〇 〇

（2019年6⽉28⽇現在）

作成基準⽇：2019年6⽉末

※課税上は株式投資信託として取り扱われます。
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